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令和５年１０月２４日宣告 

令和５年 第３０７号 

主      文 

本件控訴を棄却する。 

当審における未決勾留日数中１８０日を原判決の刑に算入する。 

理      由 

 本件控訴の趣意は、弁護人髙橋宗吾作成の控訴趣意書に記載のとおりであるから、

これを引用するが、論旨は、事実誤認及び法令適用の誤りである。 

本件は、被告人が、実子Ａ及びＢ（以下、両名と被告人を合わせて「被告人ら３

名」という。）と共謀の上、平成２３年３月５日、東京都内のマンションの一室（以

下「本件現場」という。）等で、精神障害を有していた被告人の夫Ｖ（当時７７歳）

を、手段不詳により殺害したという事案である。 

原審では、Ｖが殺害されたか、殺害されたとして被告人ら３名の間に共謀があっ

たかが争われたが、原判決はいずれも肯定し、概ね公訴事実どおりの事実を認定し

た（懲役１１年）。 

原判決は、証拠に照らして、被告人ら３名の関係、Ｖの殺害計画等に関する被告

人ら３名のメールのやりとり、被告人ら３名の本件当日やその前後の行動と、当日

の午前９時３０分頃に良好な健康状態で入院先から退院したＶが、被告人とＡに連

れられてａ駅に到着し、ＡとＢの手により同駅から本件現場に連行されて、午後４

時までに死亡し、Ａが偽造した死亡診断書と一体となった死亡届を被告人が届け出

るなどした事実、事後の被告人らのメールのやりとりなどを認定した。その上で、

Ｖが退院から７時間以内に死亡するに至っていて、そのような短時間で病死・自然

死に至った可能性をうかがわせる事情はなく、死亡診断書が偽造されていることな

どに照らせば、Ｖが殺害されたと推認できるとした。そして、被告人ら３名の共謀

に関しては、Ａから被告人に殺害計画に関する情報が送信され、被告人がＡにその

意味内容を確認した経過もうかがわれず、かえって死亡届の情報が記載されたＵＲ
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ＬをＡに送信し、本件現場に近い葬儀場への事前確認を了承したり、Ｖの預金を全

額出金したりした被告人の言動は、殺害計画を正しく理解し、近い時期にＶが死亡

することを前提としなければ説明がつかないものであるとして、遅くとも、本件当

日までに殺害計画を認識していたと推認できるとし、その上で、本件現場の下見を

し、病院に虚偽の説明をしてＶの退院手続を行い、ＡとともにＶを搬送してＢに引

き渡したことなどから、殺害計画を受け入れ、加担していたと認められる等と説示

し、被告人ら３名は、遅くとも本件当日までに順次共謀を遂げたなどと認定した。 

第１ 事実誤認の控訴趣意について 

論旨は、原判決が①被告人ら３名の間の殺人の共謀を認定したこと、②その共謀

に基づいてＶが殺害されたと認定したことには、判決に影響を及ぼすことの明らか

な事実誤認があるというのである。 

所論は、①に関して、ア原判決は、主として被告人とＡのメールを参照して、被

告人が殺害計画を正しく理解したと認定しているが、被告人とＡの間のメールのや

りとりは、口汚く愚痴を言い合える仮想空間のような世界のもので、被告人はメー

ルを読まないときもあったし、理解が追い付かないこともあり、Ｖの自然死を希望

するやりとりもしていたから、Ｂ及びＡの間の殺害計画を具体的に認識していなか

ったとみるべきである、イ退院手続や死亡届についてのやりとりなどは、被告人が

Ｖの胃ろう手術を避けるために退院させると考えていただけで殺害計画を知らな

かったとしても説明できる、などと指摘し、被告人が殺害計画を認識し、受け入れ、

加担をしたとの原判決の認定を論難する。 

しかしながら、所論アがその根拠として挙げる被告人とＡのメールのやりとりは、

本件の事件性や共謀の認定についての本質的な部分ではなく、原判決の認定を左右

するものではない。所論が被告人の理解不足やＶの自然死への希望を示すとして挙

げたメールは、すべて平成２３年２月中旬頃までのものであるのに対し、同月下旬

以降、Ａとの間で本件現場の賃借、死亡診断書や死亡届の手続、虚偽の入院先を告

げてＶを退院させる手段等に関して交わされたメールに対し、被告人は、概ね的確
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な応答をしている上、本件現場の部屋の鍵を受け取り、室内に点滴を吊り下げられ

るような設備の有無を確認してＡに伝えたほか、長野県内の病院には退院する意向

を伝え、Ａとともに実際にＶを退院させて搬送するなど、メールで交わされた内容

をほぼそのとおりに実践している。もともと、Ｖを世間にそれと知られることなく

殺害するには、怪しまれることなく退院手続をとることや、自然死を装って死後の

手続をとることが非常に重要であったと考えられるから、上記のようなメールのや

りとりや被告人の行動に照らし、被告人が殺害計画を正しく理解していたとみた原

判決の認定に不合理な点はない。また、この当時、入院先の病院において、家族の

反対を押し切ってまでＶの胃ろう造設を行おうとしていた事情はなかったと認め

られ、Ｖの死期がまだ遠いことは被告人がＡに対するメールで愚痴を言っていた程

度であるから、イの点も失当である。 

次に、所論は、②に関し、Ａは、Ｂに対して計画の中止を了承させていたことを

証言するところ、Ｖの死を知った後の被告人の行動は、思いがけずＡ及び被告人の

直接かかわりのないところでＶが死亡したことを前提としても説明可能であるし、

Ｂは、老人医療に異常な思想を有しており、独断でＶを殺害する可能性が十分ある

から、Ａの証言を信用できないと決めつけることはできないはずで、当初の殺害計

画に基づいてＶが殺害されたと断定できない旨を主張する。しかし、Ａの証言が信

用できないことを含め、この点に関する原判決の認定説示に不合理な点はない。被

告人は、新幹線内で、Ａに対し、やめよう、病院に戻ろうと言った旨供述するが、

仮にこのような事実があったとしても、前記のとおり、本件犯行は、事前の殺害計

画どおりに進行していて、既にＶを病院から連れ出している以上、被告人において、

格別それ以後の犯行を防止する措置を講じることもなく、ＡとＢにＶを引き渡した

というのであるから、共謀関係が解消したとも、Ｂが共謀とは無関係に独断でＶを

殺害したともいえない。Ｂが老人医療に関する異常な思想を有していたとしても、

この判断を左右するものではない。 

所論はいずれも採用できず、共謀についての原判決の認定に誤りはなく、論旨は
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理由がない。 

第２ 法令適用の誤りの控訴趣意について 

 論旨は、原判決の事実認定を前提としても、殺害計画を立てたのはＢ及びＡで、

計画段階で被告人は共犯者になっておらず、同人らと意思を明確に通じ合っていた

とも、重要な役割を果たしたともいえない上、Ｂの犯罪に必要な一部を手助けする

意思があったにすぎず正犯意思はないから、幇助の故意以上の認識を認定できない

はずであるのに、被告人が共同正犯に当たるとして刑法６０条を適用した原判決に

は法令適用の誤りがある旨を主張する。 

 しかし、殺害計画の立案者は所論のとおりであるものの、計画では、被告人が退

院手続をするなど、被告人にしかできない役割を果たすことが含まれているし、Ｖ

の殺害後に火葬する火葬場の下調べや本件現場の下見も被告人が行っていたなど、

被告人は計画段階から本件犯行の実現に向けた行動をとっており、それ自体重要な

役割を果たしていたと認められる。主観面をみても、Ｖを本件現場で殺害するとい

う殺害計画の核心部分をあらかじめ知っていたのでなければ、Ｖの死亡前から本件

現場近くの火葬場を下調べする話が出るなど考えられないし、何より被告人自身が

Ｖの死を強く望んでいたのであるから、Ｖ殺害に関する被告人自身の利益は大きか

ったというほかなく、到底Ｂの犯罪を手伝う意思にとどまるものとはいえず、被告

人に正犯意思があったことは明らかである。したがって、原判決が、被告人が共同

正犯になるとの事実認定の上で、刑法６０条を適用したことに誤りはない。 

所論は採用できず、論旨は理由がない。 

第３ 結論 

 よって、刑訴法３９６条により本件控訴を棄却し、刑法２１条、刑訴法１８１条

１項ただし書をそれぞれ適用して、主文のとおり判決する。 

令和５年１０月２４日 

大阪高等裁判所第５刑事部 
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裁判長裁判官   坪 井 祐 子 

 

 

  裁判官   武 田  正 

 

 

裁判官   神 原  浩 


